
市町村の在宅医療・介護連携推進事業が進む中で、都道府県の市町村支援の重要性が増しています。市

町村支援を行う都道府県に対しては、改めて広域行政としての情報共有のネットワーク構築、市町村の事

業マネジメント力強化等の人材育成支援、市町村個々の課題に寄り添う伴走型支援等が期待されます。そ

の支援にあたっては、改めて都道府県医師会をはじめとする団体、大学等とも連携をとり、取り組んでい

く体制を強化していくことも重要です。

本会議では、これからの市町村の在宅医療・介護連携推進事業をしっかりと支援していくための都道府

県のありかたに着目し、 事業の見直しや「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」の解説とあわせ、積極

的に市町村支援に取り組んでいる都道府県の取り組みを紹介し、理解を深めます。

● 目的

● 対象者

都道府県で市町村支援（在宅医療・介護連携推進事業）の担当課及びその関係課職員の方々

● 開催方式

・本会議は以下の限定サイトでの会議資料公開と事前収録によるプログラム動画配信によって実施します。

（2020年9月3日（木）10:00～）

https://www.fujitsu.com/jp/group/fri/report/elderly-health/2020homecareseminar2a.html

※本サイトのURLは、都道府県の在宅医療・介護連携推進事業の担当課及びその関係課職員の方々に

限定してお知らせをしています。

・プログラムへの質問については、以下の期間に、限定サイト内の質問フォームで受付を行います。

（質問受付期間：2020年9月3日（木）10:00～2020年9月10日（木）17:00）

質問受付終了後は、会議資料のみ掲載いたします。（Ⅲについては一定期間動画配信を検討中）

・質問については取りまとめの上、後日、厚生労働省から対象者宛に連絡します。

主催 厚生労働省

令和２年度 在宅医療・介護連携推進支援事業

都道府県担当者会議のご案内

● プログラム（概要）

お問い合わせ ：株式会社 富士通総研 コンサルティング本部 行政経営グループ 担当：名取・森川
E-mail ：fri-homecare-rs@cs.jp.fujitsu.com

項 目 内 容

Ⅰ.行政説明
厚生労働省
老健局老人保健課

⚫ 第８期市町村介護保険事業計画期間からの事業について

⚫ 在宅医療・介護連携推進事業の手引きの見直しについて 等

Ⅱ.特別講演
公益社団法人日本医師会
常任理事
江澤 和彦 氏

⚫ 特別講演

「尊厳の保障」を目指した医療介護の実践

Ⅲ.取組から
学ぶ

（事例発表）

栃木県
滋賀県
大分県

※都道府県コード順

⚫ 都道府県から取組を発表

・市町村の事業マネジメント力強化のための情報発信や人材

育成支援

・保健所等による管内の広域的な調整やデータの活用・分析を

含めた市町村支援

・「新しい生活様式」も踏まえた市町村支援の方法 等

https://www.fujitsu.com/jp/group/fri/report/elderly-health/2020homecareseminar2a.html

